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協議番号 ５７ 

秦荘町・愛知川町合併協議会 調整方針 
協定項目番号 ２５－９ 協定項目名 児童福祉事業の取扱いについて 

 

 
調整方針 

 

１．児童手当、児童扶養手当の支給については、現行どおりとする。 
２．放課後対策事業については、当面は現行どおりとし、合併後３年を目途に、検討機関を設けて調整する。 
３．母子家庭等介護人派遣事業については、現行どおりとする。 
４．母子寡婦福祉資金貸付制度については、現行どおりとする。 
５．児童虐待防止ネットワークについては、平成１８年度より統合する。ただし、平成１７年度末まではそれぞれ旧町
の例による。 

 
秦荘町および愛知川町の現況 

項 目 秦荘町 愛知川町 
調整の具体的な内容 

１．手当 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇児童手当（平成１６年４月１日現在） 
 
・小学校第３学年修了前の児童を養育して
いる者 

 
 支給額 

１人目、２人目 月額 ５，０００円 

３人目以降 月額１０，０００円 

 
※支給にあたっては、受給者の所得額に
より支給されない場合がある。 

 
※平成１５年度支給者数 ２８５名 

 

〇児童手当（平成１６年４月１日現在） 
 
・小学校第３学年修了前の児童を養育して
いる者 

 
 支給額 

１人目、２人目 月額 ５，０００円 

３人目以降 月額１０，０００円 

                     
※支給にあたっては、受給者の所得額に
より支給されない場合がある。 

 
※平成１５年度支給者数 ６３５名 

 

 
 現行どおりとする。 
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秦荘町・愛知川町合併協議会 調整方針 
協定項目番号 ２５－９ 協定項目名 児童福祉事業の取扱いについて 

 
秦荘町および愛知川町の現況 

項 目 秦荘町 愛知川町 
調整の具体的な内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇児童扶養手当 
 
・父と生計を同じくしていない児童につい
て、その母又はその養育者に対する手当 
 
 支給額 

全部支給  月額 ４１，８８０円 

一部支給  月額 41,870 円～9,880 円 

 
 
※支給にあたっては、受給資格者等の所
得により手当の一部または全部の支給
が制限される。 

※平成１５年度受給者数 ２３名 
  （平成１６年３月３１日現在） 
※全部停止者を除く。 

〇児童扶養手当 
 
・父と生計を同じくしていない児童につい
て、その母又はその養育者に対する手当 

 
 支給額 

全部支給  月額 ４１，８８０円 

一部支給  月額 41,870 円～9,880 円 

 
 
※支給にあたっては、受給資格者等の所
得により手当の一部または全部の支給
が制限される。 

※平成１５年度受給者数 ６７名 
（平成１６年３月３１日現在） 

※全部停止者を除く。 

 
 現行どおりとする。 
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秦荘町・愛知川町合併協議会 調整方針 
協定項目番号 ２５－９ 協定項目名 児童福祉事業の取扱いについて 

 
秦荘町および愛知川町の現況 

項 目 秦荘町 愛知川町 
調整の具体的な内容 

２．放課後対
策事業 

 
①運営方法 
 
 

 
 
 
放課後保育…指定保育所に委託 
長期休業 …学童保育保護者会に委託 

（委託方式） 

 
 
 
放課後児童健全育成事業として、関係育成会
（保護者会）が事業を運営（公設民営） 
 

②実施場所 放課後保育…指定保育園 
長期休業 …秦荘幼稚園（町指定施設） 
 
 
 

愛知川小学校 
愛知川東小学校 
 
※放課後、長期ともに各施設にて実施 
 

③入所児童 
町内小学校に就学する１年生から３年生 町内小学校に就学する１年生から６年生 

④負担金 ・放課後保育…月額 3,000 円 
（２人目から１／２） 

 
・長期休業 …夏季      （20,000 円） 

冬季      （ 3,000 円） 
       学年末、始（ 5,000 円） 
        （２人目から１／２） 
 
 
 
 
※保護者負担金は町の収入 

・入所時…7,000 円 
（２人目以降同時入所１人につき 5,000 円） 

 
・保育料［月額］ 

８月―18,000 円 
３．４．７月―14,000 円 

その他―10,000 円 
（2 人目以降同時入所児童―5,000 円） 

 
・一時預かり保育料…半日 1,500 円 

 １日 3,000 円 
※保護者負担金は運営費として育成会が管理 

 
当面は現行どおりとし、合併後３
年を目途に、検討機関を設けて調整
する。 
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秦荘町・愛知川町合併協議会 調整方針 
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秦荘町および愛知川町の現況 
項 目 秦荘町 愛知川町 

調整の具体的な内容 

３．母子家庭
等介護人
派遣事業 

 
 
 

・母子家庭等であって家族の病気や就職活動
などで一時的に介護や保育等が必要な場合、
介護人を派遣し家事や児童の世話などを手伝
う。（県事業） 
・平成１５年度 実績なし 
 

・母子家庭等であって家族の病気や就職活動 
などで一時的に介護や保育等が必要な場合、 
介護人を派遣し家事や児童の世話などを手伝
う。（県事業） 
・平成１５年度 実績なし 
 

 
現行どおりとする。 
 

４．母子寡婦
福祉資金
貸付制度 

・母子家庭及び寡婦の方の経済的な自立を助
け、生活意欲の助長と子どもの福祉増進を図
るための資金の貸付を行う。（県事業） 
・貸付金の種類 
事業開始資金、修学資金 
医療介護資金、生活資金 
結婚資金         等 

・平成１５年度 母子２件、寡婦なし 
 

・母子家庭及び寡婦の方の経済的な自立を助
け、生活意欲の助長と子どもの福祉増進を図る
ための資金の貸付を行う。（県事業） 
・貸付金の種類 
事業開始資金、修学資金 
医療介護資金、生活資金 
結婚資金         等 

・平成１５年度実績 母子１９件、寡婦２件 
 

 
 現行どおりとする。 

５．児童虐待
防止ネッ
トワーク 

○秦荘町児童虐待防止ネットワーク 
・平成１７年３月１日設置 
・委員数 １６名 

   学校、幼稚園、保育園、愛知川警察署、
児童委員、彦根子ども家庭相談センタ
ー、社会福祉協議会、保健センター、
県湖東地域振興局、教育委員会、識見
を有する者  

 ・任期 ２年 

○愛知川町児童虐待防止ネットワーク 
・平成１５年８月１日設置 
・委員数 １７名 
 郡少年指導センター、医師、学校、幼稚
園、保育園、愛知川警察署、児童委員、
彦根子ども家庭相談センター、社会福祉
協議会、保健センター、県湖東地域振興
局、教育委員会  

 ・任期 ２年 
 

 
 平成１８年度より統合する。ただ
し、平成１７年度末まではそれぞれ
旧町の例による。 
 
委員構成および任期等については
新町において調整する。 

 


